
「多様な形態による正社員」に係る論点 

 

 

  

通常の労働者への転換よりも、柔軟な働き方のまま雇用の安定を望むパートタイム労

働者に対応するため、「勤務地限定」又は「職種限定」の無期労働契約へ転換するこ

とについて、どのように考えるべきか。（再掲）  

 

 

○ 「短時間労働者実態調査」（平成２２年）（労働政策研究・研修機構）によれば、

パートタイム労働者は、雇用の安定に対する志向が強い一方で、柔軟な働き方へ

のニーズも高い。  

 

・ パートタイムという雇用形態を選択した理由として、「都合の良い時間（日）

に働きたいから」が最も高く（３６．８％）なっている。 

・ 今後の働き方に関する考え方として、「正社員になりたい」と答えた者（１８．

８％）のうち、「勤務地を限定した正社員」の選択志向が７３．０％ある。   

 

 

○ 正社員とパートタイム労働者の処遇等が大きく異なる現状において、正社員化を

進めることは、使用者にとってもパートタイム労働者自身にとっても困難を伴う

場合があると考えられるが、パートタイム労働法上中間的な形態としての「多様

な形態による正社員」への転換について、どのように位置づけるべきか。 

 

 

○ 特に、「多様な形態による正社員」の雇用保障について、どのように考えるか。 

 

資料４ 
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「多様な形態による正社員」に関する研究会設置要綱 
 
１ 趣旨 
 近年、非正規労働者数は増加傾向にあるが、正社員と比較して解雇の対象

となりやすい、賃金が低い等、雇用の不安定さや勤務条件の低さが問題とな

っており、非正規労働者の中には正社員としての就業を希望する者も少なく

ない。これらの者の正社員への転換等を促進することが、雇用の安定のほか、

職業能力の向上、企業の生産性向上の観点からも効果的と考えられるが、正

社員と非正規労働者の処遇等が大きく異なるままに、一挙に正社員化を進め

ることは、使用者にとっても非正規労働者自身にとっても困難とも考えられ

る。一方で、正社員においても、ワーク・ライフ・バランスの観点から、よ

り多様な働き方が望まれている。 
このため、二極化した働き方の中間的な形態として「多様な正社員」（従来

の正社員でも非正規労働でもない中間的な雇用形態）を労使が選択し得るよ

うな環境の整備が望まれると雇用政策研究会報告書（平成 22 年 7 月）におい

ても指摘されているところである。そこで、そうした環境の整備に向け、現

状の雇用システムに関する課題の整理や多様な正社員の活用に当たっての雇

用管理の在り方等を検討する「「多様な形態による正社員」に関する研究会」

を設置することとする。また、平成 23 年度において、先進的に多様な雇用形

態を取り入れている企業に対する調査及び好事例収集に係る委託事業を予定

しているが、本研究会においては、委託事業の実施に当たっての助言や、実

施結果を踏まえた今後の取組に関する提言等を行うこととする。 
 

２ 検討事項 
 （１）正社員・非正社員・多様な正社員の現状、問題について 
 （２）平成 23 年度に実施する委託事業における調査内容について 
 （３）多様な正社員の好事例の周知に係る当面の取組みの実施方法について 
（４）多様な正社員の活用による企業における雇用管理の在り方について 

 （５）多様な正社員に係る国の取組みについて 
 
３ 研究会の運営 
（１）研究会は、厚生労働省職業安定局派遣・有期労働対策部長が学識経験者

の参集を求め、開催する。 
（２）研究会の座長は、参集者の互選により選出する。 
（３）研究会の庶務は、関係局の協力を得て、派遣・有期労働対策部企画課に

おいて行う。 
 
４ 参集者 
  別紙のとおり 
 
５ 開催期間 
  平成 23 年 3 月～ 
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（別紙） 
 

 
 

「多様な形態による正社員」に関する研究会 委員名簿 
 
 
 

 
◎ 佐藤 博樹   東京大学大学院情報学環教授 
 
 
  島貫 智行    一橋大学大学院商学研究科専任講師 
 
 

武石 恵美子   法政大学キャリアデザイン学部教授 
 
 

橋本 陽子   学習院大学法学部教授 
 
 

久本 憲夫   京都大学経済学部教授 
 
 
 
※ 五十音順 
※ ◎は座長 
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「多様な形態による正社員」に関する論点について（案） 

 

 

○   非正規労働者の現状等を踏まえ、多様な形態による正

社員という働き方についてどのように考えるか。労使が

選択しうるような環境整備を図ることについてどのよ

うに考えるか。  

 

○   多様な形態による正社員の導入の実態はどうか。例え

ば以下のような事例はどのようなものがあるか。  

 

・   多様な形態による正社員を導入した事例（導入

の動機、正社員のうちの区分、処遇その他雇用管

理、区分間での転換等）  

→  うち導入に成功し効果を上げている事例  

→  うち導入したが問題が生じた事例、また当該

問題に対しどのように工夫し解決を図ったかに

ついての事例  

 

・   企業が導入に関心を持ちながら導入していない

事例及びその理由  

 

・   実態として多様な形態による正社員が存在する

が、制度化されていない（就業規則等の規定がな

い）事例  

 

○   多様な形態による正社員について、企業の雇用管理の

実態や実例に即して、次のような点を検討してはどうか。 

 

・   多様な形態による正社員としてどのようなもの

があり得るか。  

     （勤務地限定正社員、職種限定正社員（その場

合の職種の区分の仕方）など）  
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・   多様な形態による正社員の導入により、企業の

経営や労働者の生活にどのような影響があるか。  

 

・   多様な形態による正社員の導入により、非正規

労働者から正社員への転換にどのような影響があ

るか  

 

・   労使双方において、正社員と評価されるにはど

のような雇用管理を行うべきか。また、勤務地な

ど一定の制約を伴うこととの関係についてどのよ

うに考えられるか。  

     （給与、昇進・昇格の有無、教育訓練制度、雇

用の安定性など）  

 

・   制度の円滑な導入のために、どのような方法が

考えられるか。  

 （労使の話し合い、社内全体の理解の促進など）  

 

・   トラブルの防止や解決方法など、制度の具体的

な運用に当たって留意すべき点は何か。  

 （苦情処理制度など）  

 

○   上記を踏まえ、多様な形態による正社員を労使が選択

しうる環境整備に関する行政の取組としてどのような

ものが考えられるか。  
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提言 提言に係る理由等 懸念される点

雇用政策研究会
報告書
（平成22年7月
14日）

従来非正規労働者として位置づけられ
てきた労働者に対しても、ある程度正
社員的な雇用管理をするような雇用シ
ステムが望まれる。そのためには、
「多様な正社員」（従来の正社員でも
非正規労働者でもない、正規・非正規
労働者の中間に位置する雇用形態）に
ついて労使が選択しうるような環境の
整備が望まれる。
「多様な正社員」の具体例としては、

金融業や小売業で見られ始めた「職種
限定正社員」や「勤務地限定正社員」
といった、業務や勤務地等を限定した
契約期間に定めのない雇用形態が挙げ
られる。

現行の法律上は、「従来の正社員」
と「多様な正社員」は、いずれも期間
の定めのない労働契約を結んでいる労
働者である点では区別されていないこ
とを考慮しつつ、今後どのような取組
が可能か労使も含めた検討が求められ
る。

「多様な正社員」には、現行の有期契
約の多くがこの「契約期間に定めのな
い雇用契約」に移行することで、労働
者にとっては従来の細切れ雇用を防止
できるという利点があり、また、非正
規労働者が正規雇用へステップアップ
する手段にもなり得るものである。
企業にとっても、事業所が閉鎖され

る等の異常事態の際に雇用調整できる
余地を残しつつ、非正規労働者を新し
い雇用契約の下で、適切なキャリア形
成支援の実施により中長期的に戦力化
することが可能になることが期待され
る。また、企業内に多様な人材の存在
を認める多様性がある企業となること
によって、今後グローバルに競争して
いくなかで活力を維持することにもつ
ながると考えられる。

「多様な正社員」の環境を整備する
にあたっては、実態や司法判断の蓄積
により、整理解雇等における法的地位
の異同についての整理が必要なほか、
正規労働者の中から切り出して一つの
雇用アウトソーシングの手段として利
用され、不安定な雇用形態を増大させ
ることにならないよう十分配慮する必
要がある。

有期労働契約研
究会報告書
（平成22年9月
10日）

無期労働契約への転換により雇用の安
定を図りつつ、「勤務地限定」、「職
種限定」の無期労働契約など、多様な
雇用モデルを労使が選択し得るように
することも視野に入れた環境整備を検
討することが求められる。

今ある正社員の処遇はそのままに、処
遇等が大きく異なる有期契約労働者を
一挙にそのような正社員に転換をする
ことは、使用者にとっては超えるべき
ハードルが高い場合が多く、一方、職
種や勤務地が限定されていることを志
向することも少なくない有期契約労働
者の側も、雇用の安定は望みつつ、責
任や拘束度などの面から正社員となる
ことを必ずしも望まない場合もある。

勤務地限定等の無期労働契約について
は、勤務場所の閉鎖等の際の雇用保障
の在り方について、その契約の下で働
く労働者の職務内容や勤務地等の制約
の度合いに応じ、どこまで雇用が保障
されるのか等について、様々な意見が
ある。何よりもまず、労使間での自主
的な問題解決が図られるよう、契約内
容についてあらかじめ明確に合意して
おくことが必要であるが、これらの
ルールの在り方については、労使の自
主的な取組、実例や裁判例の集積の状
況も注視しつつ、検討が必要である。

多様な形態による正社員に関する提言等
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提言 提言に係る理由等 懸念される点

経済財政諮問会
議「労働市場改
革専門調査会第
４次報告(抄)」
（平成20年9月
17日）

有期契約でかつ契約更新を繰り返
す非正社員の雇用の安定を図るには、
「短期雇用」と「長期雇用」との間
に位置する「中間的な雇用契約」に
ついてのルールを設けることが有効
である。すなわち、現行の業務や職
場・事業所を限定した「契約期間に
定めのある有期雇用契約」と、頻繁
な配置転換や転勤を前提とした「契
約期間に定めのない雇用契約」との
中間に位置する、新たな「業務や職
場・事業所を限定した契約期間に定
めのない雇用契約」という選択肢を
設けることである。

現行の有期契約の多くが、新しい形
態の「契約期間の定めのない雇用契
約」に移行することで、労働者にとっ
ては従来の細切れ雇用を防止できると
いう利点がある。また、企業にとって
も、雇用調整の余地を残しつつ、非正
社員を新しい雇用契約の下で、中長期
的に戦力化することが可能になること
が期待される。

業務や職場が限定されている以上、
景気状況の悪化や、企業の業務の再編
成等から仕事がなくなる可能性もある
ため、予め、雇用契約の解除に関する
ルールを明確化する必要がある。この
具体的なイメージとしては、業務や職
場・事業所が縮小したこと等を理由と
する雇用契約の解除の際には、雇用期
間に応じた一定額の金銭補償等を使用
者に義務付けること等の手続き規定を
整備することなどが考えられる。
このような雇用契約解除のルールを

設定することについては、使用者の都
合による解雇が容易に行われる不安定
な雇用形態を増大させることにならな
いかという懸念に十分配慮する必要が
ある。

多様で柔軟な働き
方を選択できる雇
用システムのあり
方に関する研究会
報告書
（平成14年3月）

・企業にとっての柔軟な雇用と、労働
者にとっての働き方の自己選択の自由
度を、公正なルールの下に実現できる、
「多様で柔軟な働き方を選択できる雇
用システム」への転換が必要となる。
・多様で柔軟な働き方の選択肢を拡大
するためには、二極化した働き方の中
間的な形態を作り出す必要があり、そ
の際、正社員の働き方の選択肢を拡大
するとともに、非正社員の処遇を向上
するという道筋が考えられる。

現行の雇用システムが続く場合、将来
的に、①経済活力の低下、②働き方に
対する労働者の不満の増大、③非正社
員の増加による不安定雇用や低い処遇
の拡大、④男女間の実質的な不平等の
持続、⑤雇用不安・生活不安の増大、
といった問題が顕在化するものと考え
られる。

・雇用の安定性の低下や労働者の長期
的な職業能力形成への悪影響が懸念さ
れる。
・多様で柔軟な働き方を選択できる雇
用システムに移行するためには、政
策・制度面において次の課題を検討す
ることは必要である。
a 性別や年齢にかかわらない能力発揮
の機会の確保
b 労働契約・解雇法政のあり方の検討
c 労働条件変更のあり方の検討
d パートタイム労働者等の処遇のあり
方等の検討
e 外部労働市場の整備
f 社会的な職業教育訓練機会の充実
g 社会保険、税制のあり方の検討

＜参考＞
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出店拡大に伴い、安さだけでなく、より上質なサービスに力を入れる必要がある

正社員になることを希望して、優秀な人材が他社へ転職していた

従来の正社員には全国転勤があるため、優秀でも正社員になることをためらう従業員がいた

将来の労働力不足を見据えて、優秀な人材を確保する必要がある

制度導入の背景

制度の概要（正社員との比較）

正社員地域限定正社員

期間の定めなし

月給

転居を伴う異動なし

初級店長への登用のみ

期間の定めなし

月給

全国転勤あり

制限なし

◆正社員へのステップを短縮
これまでは、店長に登用されることが正社員への道だったが、新制度により、
店長の資格を取得しなくても正社員となることができ、また資格を取得すれば、
地域限定正社員のまま店長になることもできる

◆「転勤」が正社員への壁ではなくなった
転居を伴う異動ができないという理由だけで、正社員になること をためらって

いた優秀なパート・アルバイトを正社員として確保することができる

制度の特徴

地域限定正社員制度の導入

退職者２５％減
制度導入から１年経過後のフルタイム社員の退職数は１年前と比べて25％減

売上３～６％増 と 残業代０．２％減 を同時に実現
繁忙期１０月から１２月の売り上げが3～6％増

計画的な人員配置が可能になり、残業代は0.2％減

作業効率アップ
仕事に慣れた店員が定着したことによって、一人何役もこなすベテランが増え、
作業効率がアップ

制
度
導
入
の
効
果

人件費１４億～１５億円増

求人費減

人員不足による販売ロス減

コストを吸収

《従業員数》2007年8月末現在

正社員3769名 非正社員11905名

《財務状況》200７年8月期

売上高 ４２４７億円
販売費及び一般管理費１２８６億円

うち、給与手当 ４７８億円
営業利益 6４０億円

※約2万人のパート、アルバイトのうち、約2000人を地域限定正社員に登用。

Ａ社（卸売・小売業）

（資料出所）パートタイム労働者雇用管理事例（（財）21世紀職業財団）

取組事例① ～地域限定正社員制度の例～
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パートタイム／フルタイム
有期契約社員
（Ｂメイト）

資格

AM
(店長代理レベル）

S
（店舗管理能力を持つ
レベルだが短時間勤務）

A
（他のＢメイトを

指導できるレベル）

B
（作業全般が一通りできる

一人前レベル）

T （見習いレベル）

・有期契約社員を活用する一方、正社員（店長）数を極力抑制した結果、サービスの質の低下、スタッフの離職
率の増大、業績の伸悩みが生じた。このため、２００５年から、積極的な出店戦略を打ち出しつつ、有期契約
社員の正社員への積極的な登用を行うこととした。

制度導入の背景と目的

エ
リ
ア
社
員
の
エ
リ
ア
店
長
を

希
望
す
る
Ｂ
メ
イ
ト

ナ
シ
ョ
ナ
ル
社
員
の
一
般
ス
タ
ッ
フ

あ
る
い
は
ナ
シ
ョ
ナ
ル
店
長
を

希
望
す
る
Ｂ
メ
イ
ト

ルート②

ルート①
地域内限定の正社員

（エリア社員）
（昇進上限は店長職・係長職）

全国転居転勤の正社員
（ナショナル社員）

（昇進上限なし。複数店舗の
統括職や本部管理職まで）

2010年2月現在 55人

会社概要（2010年2月末現在）

本社所在地：東京･福岡
資本金 5,029百万円
従業員数 正社員545人、

パート・アルバイト8,940人

Ｂ社（飲食業）

・原則として、通勤１時間圏内の店舗間異動のみ。ただし、異動
先店舗が確保できない等の場合は、転居転勤を伴う異動を打
診されることもあり得るとの契約。

・月給は、一定の範囲内（地域ごと）で、直前までの時給水準等
を勘案し、個別に決定。→通常、時間給換算で200円程度上昇。

・ナショナル社員（賃金表は別建て）との月給の水準差は2万円
程度。役職手当は同額。退職金制度も共通。

・賞与は評価に応じ、ナショナル社員の9割（S)、7割（A）、5割（B・
C)の4段階で支給。→平均の支給水準は7割程度。

エリア社員の待遇等

Ｂ社における２通りの正社員登用の仕組み

2010年2月現在
98人

直
属
店
長
、
営
業
部
長
に
よ
る
面
談

店
長
育
成
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
受
講

本
部
に
お
け
る
適
性
検
査
の
実
施
等

推
薦

事
業
部
長
に
よ
る
面
談

（資料出所）Business Labor Trend（（独）労働政策研究・研修機構）

取組事例② ～有期契約社員の地域限定無期社員化～
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勤務地限定・職種限定に関する判例【未定稿】 

 

○エールフランス事件 

（東京地判昭４８.１２.２２、東京高判昭４９．８．２９） 

 

【事案の概要】 

 Ｘらは、フランスに本社を置くＹに「雇用地は東京、配属先はＹ日本支社」

との期間の定めのない雇用契約により雇用される者であった。  

 Ｙは、外国人従業員の労務管理（パリをベースに働くフランス人従業員との

労働条件の均質化）などのため、それまで外国をベースとしていた外国人従業

員のパリ移籍の方針を採ることとし、Ｘらに対し、昭和 48 年 10月 31日付け書

面により、同年 12月 31日を持って雇用契約を終了させる旨の解雇予告の意思

表示及び昭和 49 年 1月 1日発行の「雇用地をパリ、配属先をＹ本社」とする新

雇用契約の申し入れを行い、その回答期限を昭和 48年 11 月 20日とした。これ

に対し移籍を不服としたＸらが期限までに承諾の回答をしなかったことから、

ＹはＸらを解雇したところ、Ｘらは本件解雇を無効として、従業員としての地

位の保全を求めて仮処分を申請した。  

 第一審は、本件解雇は権利濫用で無効であるとしてＸらの請求を容認したた

め、Ｙが控訴したのが本件である。  

 判決では、本件解雇は権利濫用で無効であるとし、控訴を棄却した。 

 

【高裁判決の概要】 

＜解雇予告までの経緯＞  

・ パリをベースとするフランス人従業員が加入するフランス全国客室乗務員

労働組合（SNPNC）は、労働争議の際に SNPNCに加入していない外国人従業

員が正規職員と同等の職務を行うことによりスト破りと同一事態を招くこ

とになることを憂慮し、外国人従業員全員のパリ移籍を求めていた。  

・ Ｙと日本人労組は昭和 48年 8月と 9月にパリ移籍に関する団交を行ったが、

Ｙ側決定の説明的傾向が強かった。  

・ 日本人労組は同年 9月の大会でパリ移籍の拒否を決定しＹに通告したが、Ｙ

は 10月 25日にパリ移籍強行の方針を示し、同月 31日付けで本件解雇予告

の意思表示を為すに至った。  

 

＜配置場所が明定されている場合の配転命令＞  

・ 本件解雇予告の意思表示は、恰もパリへの配置転換命令に対する承諾を解除

条件とする解雇予告のそれに等しく、換言すれば、右命令に応じないことに
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よる解雇予告と同一に論ずるのを相当とする。  

・ 雇用契約において配置場所が明定されている場合には、使用者は当該労働者

の同意なくしてこれを配転しえない（労働者は右配転命令に応ずる法的な義

務を有しない）のを本則とするものと解すべき。したがって特段の事情がな

い限り、使用者が右の如き配転命令を発し、これに従わない労働者をその故

をもって予告解雇に付するがごときは、通常、解雇権の濫用として無効たる

ことを免れないものというべき。 
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○東亜ペイント事件 

（大阪地判昭５７.１０.２５、大阪高判昭５９.８.２１、最二小判昭６１．７．

１４）  

 

【事案の概要】 

Ｙは大阪に本店をおき、全国に事務所・営業所を持つ会社である。Ｙの就業

規則には、「業務の都合により異動を命ずることがあり、社員は正当な理由なし

に拒否できない。」と定められており、実際にも従業員、特に営業担当者につい

て転勤が頻繁に行われていた。Ｘは営業担当者として、勤務地を限定すること

なくＹに採用されたが、入社してから約 8年間、大阪近辺で勤務していた。こ

うした中、ＹはＸに名古屋営業所への転勤を内示したが、Ｘは転居を伴う転勤

を拒否した（Ｘはそれ以前にも転勤の内示を拒否している）。Ｙは、Ｘに対して

名古屋営業所勤務を命じたが（本件転勤命令）、Ｘはこれを拒否した。そこでＹ

は、この転勤命令拒否が就業規則所定の懲戒事由に該当するとしてＸを懲戒解

雇した。これに対してＸは、本件転勤命令および本件懲戒解雇の無効を主張し

て提訴した。 

 第一審および第二審は、本件転勤命令は権利濫用で無効であるとし、Ｘの請

求を全面的に認容したため、Ｙが上告したのが本件である。  

 判決では、本件転勤命令は権利濫用には当たらないとして、原審を破棄・差

し戻した。 

 

【最高裁判決の概要】 

・ 本件のように、労働協約及び就業規則に転勤を命ずることができる旨の定め

があり、実際に転勤が頻繁に行われ、さらに入社時に勤務地を限定する旨の

合意がなかったという事情の下では、使用者は個別的同意なしに労働者の勤

務場所を決定することができる。 

・ しかし、特に転居をともなう転勤は、労働者の生活に影響を与えるものであ

るから、使用者の転勤命令権は無制約に行使できるものではなく、これを濫

用することは許されない。 

・ 具体的には、当該転勤命令につき業務上の必要性が存しない場合又は業務上

の必要性が存する場合であっても、当該転勤命令が他の不当な動機・目的を

もってなされたものであるとき若しくは労働者に対し通常甘受すべき程度

を著しく超える不利益を負わせるものであるとき等、特段の事情の存する場

合には、当該転勤命令は権利の濫用になる。 

・ ただし、業務上の必要性は、当該転勤先への異動が余人をもっては容易に替

え難いといった高度の必要性に限定することは相当でなく、労働力の適性配
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置、業務の能率増進、労働者の能力開発、勤務意欲の高揚、業務運営の円滑

化など企業の合理的運営に寄与する点が認められる限りは、肯定すべきであ

る。 

・ 本件においては名古屋営業所のＡ主任の後任者として適当な者を名古屋営

業所へ転勤させる必要があったのであるから、本件転勤命令には業務上の必

要性が優に存したものということができる。そして、Ｘの家族状況に照らす

と、名古屋営業所への転勤がＸに与える家庭生活上の不利益は、転勤に伴い

通常甘受すべき程度のものである。 
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○日産自動車村山工場事件 

（横浜地判昭６１.３.２０、東京高判昭６２.１２.２４、最一小判平元１２．

７）  

 

【事案の概要】 

ＸらはいずれもＹのＡ工場において「機械工」として就労してきた者であり、

就労期間は最も長い者で 28 年 10ヵ月、最も短い者で 17年 10 ヵ月であった。

Ｙは、従来Ａ工場にあった車軸製造部門をＢ工場等に移管し、Ａ工場では新た

に小型乗用車を製造することになった。それに伴い人員も再配置され、従来Ａ

工場で「機械工」として勤務していたＸらは単純反覆作業であるコンベアライ

ン作業へ配置換えされた（本件配転命令）。そこでＸらは、Ｙに対し、Ａ工場を

就労場所とする「機械工」の地位にあることの確認、および、本件配転命令が

不当労働行為であるとして不法行為に基づく損害賠償を求めて提訴した。 

 一審ではＸらの主張が認められたが、二審ではＸらが敗訴したため、Ｘらが

上告したのが本件である。  

 判決では、本件配転命令は権利濫用には当たらず有効であるとして、Ｘらの

上告が棄却された。 

 

【最高裁判決の概要】 

・ 十数年から二十数年にわたって「機械工」として就労してきた者であっても、

この事実から直ちに、労働契約上職種を「機械工」に限定する旨の合意が成

立したとまではいえないとの原審の認定判断は正当である。 

・ 配転命令が、各人の経験、経歴、技能や個人的希望等を個別的に考慮するこ

となく行われたものであっても、本件では車軸製造部門の縮小による異動対

象者が 500名近くの多数に上り、通勤可能圏内の他の職場でこれを受け入れ

る余地がなく、一部の者のみについて他の職場の従業員との入替えを行うこ

とも、手数が掛かるだけでなく公平確保上の理由からも困難であること、今

までの工場における新型車の生産要員として異動対象人員を超える数の従

業員を必要とすることになったこと等の事情を考慮すると、異動対象者全員

につき、一斉に他部門へ配置換えすることとしたのは、企業経営上の判断と

してあながち不合理なものとはいい難いとの原審の判断は正当である。 

・ 本件では、配転対象者の中に長年他の職種に従事してきた者がいることを考

慮しても、労働力配置の効率及び企業運営の円滑化等の見地からやむを得な

い措置として是認し得るのであり、本件配転命令は権利濫用には当たらない

との原審の判断は正当である。 
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○シンガポール・デベロップメント銀行（本訴）事件〈仮処分異議申し立て〉 

（大阪地判平１２.６.２３） 

 

【事案の概要】 

被告Ｙは、外国に本店を置く銀行であり、日本には、東京支店及び大阪支店

を置いていた。原告Ｘらは、大阪支店で業務を担当していた。 

Ｙは、平成 11年 3月 4 日、Ｘら大阪支店従業員に対し、同年 6～7 月頃に大

阪支店を閉鎖する旨を発表し、労働組合Ｇとの団体交渉において、後日、希望

退職を含む提案をすること、及び、東京支店への転勤はないことを告げた。そ

して同年 4月 5日、大阪支店従業員全員に対して希望退職に応じるよう要請し、

その条件として追加退職金の支給等を内容とした提案を行った。 

その後、数度の団体交渉を行ったものの、Ｘらは東京支店への配転等を要求

し、希望退職に応じなかったため、ＹはＸらを同年 6 月 15 日付けで解雇した。

このため、Ｘらが、本件解雇を解雇権の濫用で無効であるとして、従業員たる

地位の確認等を求めたのが本事案である。 

判決では、本件解雇は、整理解雇の 4要件を満たし有効であるとして、Ｘら

の請求が棄却された。  

 

【地裁判決の概要】 

＜判断枠組みについて＞ 

 整理解雇は①整理解雇の必要性、②解雇回避の努力、③被解雇者の選定の合

理性、④整理解雇手続きの妥当性の４つの要件が要求されており、それら要件

の該当の有無、程度を総合的に判断してその効力を判断するべきとした上で、

本件について以下のように判示した。 

 

①整理解雇の必要性について 

・ 大阪支店の閉鎖は、その収支状況の現状を踏まえ、業績改善の見通しがない

ことから行われたもので、これを不当なものとする理由はない。大阪支店の

閉鎖により、その従業員の人数分が余剰人員となったことから、人員整理の

必要性を認めることができる。 

 

②解雇回避の努力及び③被解雇者の選定の合理性について 

・ Ｙにおいては、その従業員を各支店において独自に雇用し、雇用した従業員

については、就業場所が雇用した支店に限定されていると認められるものの、

雇用契約はＹと交わされたものであり、就業場所の限定は、労働者にとって

同意なく転勤させられないという利益を与えるものではあるが、使用者に転

15



勤させない利益を与えるものではないから、人員整理の対象者が閉鎖される

支店の従業員に自動的に決まるものではない。 

・ 本件においては、大阪支店の従業員にとって解雇回避が可能かどうかは、東

京支店への転勤が可能かどうかに尽きる。 

・ 21人のみの東京支店において希望退職を募ることは、Ｘらの就労可能な適当

な部署が生じるとはいえず、代替不可能又は有能な従業員が退職する等業務

の混乱や無用な不安を生じさせる可能性もあり、自然減による減少に比べ費

用負担が増加する等を考慮すれば、Ｙが東京支店において希望退職の募集を

しなかったことは不当とはいえない。 

・ 東京支店に欠員がない以上、Ｘらを東京支店へ転勤させるには、東京支店の

従業員を解雇するよりほかない。しかしＸらを東京支店で勤務させるには、

転勤に伴う費用負担が生じるばかりでなく、業務内容によっては習熟してい

ないＸらを担当させることになるため合理性がない。 

・ 以上を総合考慮すれば、Ｙが解雇回避努力を欠いたということはできないし、

転勤ができないのであれば、大阪支店の従業員が解雇の対象となることはや

むを得ない。 

   

④整理解雇手続きの妥当性について 

 交渉の経緯をみても、Ｙの対応に妥当でない点があったとまでは認められな

い。 

   

 以上①から④を総合すれば、本件解雇は、整理解雇の要件を充たすものとい

うことができ、解雇権を濫用したとまで認めることができない。  

 

＜参考＞ 同事件仮処分決定（大阪地決平１１.９.２９）  

 整理解雇の 4 要件を前提とし、Ｙは、大阪支店の従業員に対してのみ希望退

職者募集を行っており、東京支店で希望退職を募り、Ｘらの東京支店への転勤

の可能性を探ること等をしておらず、真摯かつ合理的に解雇回避努力義務を尽

くしたとは評価できないとして、その余の点について判断するまでもなく、本

件解雇は、解雇権の濫用で無効とした。 
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